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１

亀岡市の温室効果ガス排出量の現況

目標達成に向けた対策・施策
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施策体系と脱炭素実現のためのロードマップ

437千t-CO2 （2019年/最新実績値）の内、運輸部門が一番多く、次いで家庭部門と続く

部門・分野別温室効果ガス排出量

将来像「経済循環型ゼロカーボン亀岡」

本計画は「かめおか脱炭素宣言」に基づく2050年カーボンニュートラル実現に向けて、温室効果ガスの削減目標と再
生可能エネルギーの導入目標を設定し、その目標を達成するための施策を示すものです。

恵まれた地域資源を活用した市域の脱炭素化、そして地域循環共生圏の発展と亀岡ブランドの向上を目指します。

新技術の導入・活用
取組の拡大

新技術活用の検討

市民、事業者と連携した
省エネルギーの推進

(エネルギー消費量の削減)

地域資源を活用した
再生可能エネルギー

の導入
(エネルギーの脱炭素化)

環境負荷低減のための
利用エネルギーの転換
(利用エネルギーの転換)

地域エネルギーサービス
の活用

（地域エネルギー会社）

吸収源・オフセット対策

既存の技術を活用した新施策
既存の取組の継続

取組み項目

2030年度温室効果ガス排出量50％削減 2040年度 2050年度脱炭素化2013年度(基準年)

市民や企業等、様々な主体による省エネ行動の推進（エコドライブ、節電など）

新築建築物への省エネシステム・断熱設備・蓄電池の導入、ZEB・ZEH化の促進

省エネ機器の導入促進

環境・エネルギー教育及び市民イベントを通じた省エネの取組の推進

PPAを活用した屋根置きや営農型等の太陽光発電設備の導入の促進

ため池への太陽光発電設備の導入

木質バイオマスの活用の検討 木質バイオマスの活用

生活系バイオマスの活用
拡大の検討

生活系バイオマスの活用拡大

電気自動車(EV)の導入促進

燃料電池自動車(FCV)の
導入検討

燃料電池自動車(FCV)の導入

都市ガス・石油ガスから水素
への転換の検討

都市ガス・石油ガスから水素への転換

森林吸収のカーボンクレジット化の検討

地域エネルギー会社による市内給電割合の向上

地域エネルギー会社を活用した新規事業の検討

公共施設への再エネ導入

地域資源循環 ごみの削減、再資源化、再利用の推進

気候変動に対する適応策
の推進

適応策の認知・理解を進めるための取組

防災訓練や熱中症対策などの促進

概要版

計画の位置づけと目指す将来像

■ 計画期間 ｜ 令和5(2023)年度～令和13(2031)年度
■ 温室効果ガス削減目標 ｜ 令和12(2030)年度 ≪中期≫ … 基準年度(2013年度)比50％削減

令和32(2050)年度 ≪長期≫ … カーボンニュートラル

２
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※本計画は、（一社）地域循環共生社会連携協会から交付された環境省補助事業である令和3年度（補正
予算）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための
計画づくり支援事業）により作成されたものです。
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活性化

道の駅運営による
特産品の販売

亀岡市商店街連盟
亀岡商業協同組合など

特選品の
ブランド化

エネルギー収益による
マーケティングの実施

エコツーリズム・
芸術

観光客・
交流人口
の増加

全国の観光業者などとの連携

保津川下り、湯の花温泉、嵯峨野トロッコ
列車、かめおか霧の芸術祭などとの連携

地域の学校など
との連携

環境・
エネルギー教育

域外の大学・
研究機関との連携

京都先端科学大学

バイオマス資源

温室効果ガス排出量現況推移
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亀岡市の温室効果ガス排出量の将来推計

削減目標（脱炭素シナリオ）

亀岡市の再生可能エネルギーのポテンシャル

再生可能エネルギーの導入目標

BAU（現状趨勢）ケース

現状のまま特に追加対策を行わなかった場合

対策ケース
国の施策を按分し、亀岡市での削減効果を推計

太陽光発電

1,181,716 

風力発電

421,226 

中小水力発電

11,072 

バイオマスエネルギー

95,946 

単位：MWh/年

(導入実績1,226除く)

(導入実績60,181除く)
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太陽光(土地系)6.9
太陽光(建物系)1.9

太陽光(土地系)

14.6
太陽光(建物系)

4.1
バイオマス
9.6

11.6万MWh

42.3万MWh

■ 目標達成時の温室効果ガス排出量

令和12(2030)年度 ： 293千tCO2

(2019年度排出量587×50％)

令和32（2050）年度 ： 0千tCO2

■ 温室効果ガス排出量の削減目標

令和12(2030)年度 ： 40千tCO2

令和32（2050）年度 ： 144千tCO2

2パターンで推計を実施。追加対策を行わなかった場合、ほぼ横ばいで推移 太陽光発電とバイオマスエネルギーに大きなポテンシャルが見込まれる

令和32（2050）年度脱炭素化 再エネ・省エネ導入目標量

2030年に基準年度(2013)比で50％削減、2050年カーボンニュートラルを実現

令和32（2050）年度

温室効果ガス削減目標 144千tCO2

→電力換算で42.3万MWh/年

太陽光発電を中心とした再エネ導入と省エネを両輪で推進

５

■ 目標量

令和12(2030)年度

温室効果ガス削減目標 40千tCO2

→電力換算で11.6万MWh/年

６

太陽光(土地系)ポテンシャルマップ

３

４

太陽光(建物系)ポテンシャルマップ中小水力ポテンシャルマップ風力ポテンシャルマップ
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